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「旧筑波ハウスの跡地利用に関する署名要望書」に関わる 

久松公生議員の署名活動に関する疑念に関する調査特別委員会 

記録提出請求経過 

 

 

令和 5年 10 月 2日開催の標記委員会において決定した関係人への記録提出請求経過につ

いては、以下のとおり。 

 

日時 場所 経過 資料№ 

令和 5年 10 月 11 日 

午後 6時 35 分 

千代田庁舎 関係人：田代和正氏へ「記録提出請求書

（再請求）」を郵送。（速達・一般書留・

配達証明） 

資料 1 

令和 5年 10 月 12 日 

午前 11 時 6 分 

 石岡郵便局により「記録提出請求書（再

請求）」送達。 

資料 2 

令和 5年 10 月 25 日 

 

千代田庁舎 関係人：田代和正氏より郵便にて返答

あり（関係人側弁護士による意見書付

き）。記録の提出は拒否された。 

資料 3 
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資料１



 

 

田代和正氏の問題提起について 

2023.10.8 弁護士大川隆司 

  

「百条委員会の記録提出請求書について」と題する田代和正氏の問題提起（ 本

年 9月 26 日付）について、以下のとおり当職の意見を述べます。 

 

１ 田代氏の問題提起の趣旨は、 

①（「旧筑波ハウスの跡地利用に関する要望書」 以下、本件要望書）という）

は既に取り下げられているので、その署名偽造に関する調査は、地方自治法

100 条所定の「普通地方公共団体の事務」には属さないのではないか、 

②本件要望書の署名偽造に関する調査は市民のプライバシーを侵害するも

のではないか、  

という 2点です。 

２ まず、第①の点について述べます。 

 １）地方自治法 100 条に定める「普通地方公共団体の事務」には、現に議題

となっている事項に限られず、「将来議題に上るべき事項」を含む、とい

うことは、立法当初からの行政実例により、以下のとおり明確にされてい

ます。 
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ア （「第 2条第 2項の事務であって、通常は現に議題となっている事項、若

しくは将来議題に上るべき基礎事項（ 議案調査）につき調査し、又は世論

の焦点となっている事件（ 政治調査）等につきその実情を明らかならしめ、

その他一般的に地方公共団体の重要な事務の執行状況を審査 事務調査）

することをいう。」 昭和 23年 10 月 12 日付熊本県総務部長宛て総務庁自

治課長回答） 

イ 「問 同条の調査権行使の事務範囲は現在議会に上程中のものは勿論、

将来付議されると予想される固有事務に及ぶものと思うがどうか。 

   答 お見込みのとおり。」 昭和 24 年 2 月 14 日付新潟県長岡市議会

議長宛て総務庁自治課長回答） 

 ２） 住民から首長に対する（「要望書」の提出は（ 要望、請願、陳情など表題

の如何を問わず）、請願法（ 昭和 23 年法律 13 号）所定の（「請願」に該当

します。同法は、請願の方式として（「住所氏名の明記」を規定し、また官

公署の誠実処理義務を規定しています。すなわち要望書の受理および処

理は地方公共団体の重要な固有事務の一つであり、署名の偽造への対応

策の樹立も当然これに含まれると解されます。 

 ３） 本件要望書に関する偽造の有無（ 態様に関する調査は、（ 当該要望書の

「取り下げ」の有無にかかわらず）将来の要望書に関する偽造等の防止策
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の樹立に資するものと考えられるので、（「将来発生する可能性がある問題」

を対象とする調査として、100 条調査権の範囲に属します。 

３ つぎに田代氏の問題提起②について述べます。 

  「何人も個人に関する情報をみだりに第三者に開示あるいは公表されない

自由を有する」ことは当然ですが、「正当な行政目的」を有する個人情報の利

用は、個人情報を（「みだりに」公表することには該当しません（ 最高裁平成 20

年 3月 6日、同令和 5年 3月 9日各判決参照）。個人情報保護法も、法令に基

づく個人情報の取得及び利用を認めています 61条、69 条）。 

100 条調査は法令に基づく議会の権限行使ですから、個人情報の正当な利用

に該当します。 

４ 田代氏の問題提起は、更に進んで本件 100 条調査が「違法 不当な公金支

出になりかねないのではないか」、また（「議会の責任問題に発展」しかねない

のではないか、とも危惧されていますが、前提となる前記①、②の各指摘は前

述のとおりいずれも根拠を欠き、本件 100 条調査は適法 正当なものである

以上、これらの危惧も全く根拠がないということができます。 

 

以上 
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資料２
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